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和解による訴訟の解決に関するお知らせ 

 

平成 24 年４月９日付「当社に対する訴訟（控訴）の提起に関するお知らせ」及び平成 25 年 11
月28日付「損害賠償請求訴訟の経過に関するお知らせ」により開示いたしました、新潟県より提起
された損害賠償請求訴訟について、平成25年12月26日付で和解が成立いたしましたのでお知らせ
いたします。 
 

記 
 
 １．訴訟の提起から和解に至るまでの経緯 
   当社が施工した朱鷺メッセ連絡通路の一部区間が落下した事故（以下、「本件事故」という。）

について、平成16年９月７日付（訴状送達は17日）で、新潟県から民法第719条の「連帯し
て全部の責任を負う」共同不法行為を根拠法令として工事の設計、工事監理、施工を行った関
係６社に対して８億９千４百万円の損害賠償請求訴訟の提起がなされておりましたが、平成24
年３月26日付で原告の請求を棄却する判決が下されました。 
この原審での判決に対して、原告から同判決を不服として平成 24 年４月９日付で控訴の提

起がなされました。 
平成24年７月17日付で提出された控訴理由書においては、民法第415条の債務不履行責任

及び同法第719条の共同不法行為を根拠法令として工事の設計、工事監理、施工を行った当社
を含む関係３社に対して８億９千４百万円の損害賠償の請求がなされており、当社といたしま
しては、訴訟のなかで本件事故は当社の施工に起因するものではないことを主張してまいりま
したが、平成25年11月27日付で東京高等裁判所の職権による和解勧告がありました。 
当社は、和解勧告の内容が、本件事故は施工上の問題ではなく設計上の問題で発生したもの

であることが明確にされていること、提示された解決金の金額が請求額等と比較すればごくわ
ずかな割合であることなどを考慮し、紛争を更に長引かせることなく解決する見地から、裁判
所からの和解勧告に応じることが合理的であると判断するに至りました。 

  

 ２．和解の相手方 

   新潟県 

 

 ３．和解の概要 
  （１）当社と新潟県は、本件事故が施工上の問題ではなく設計上の問題によって発生したもの

であることを相互に確認する。 
  （２）当社は、新潟県に対し、本件事故の解決金として金400万円の支払義務があることを認

める。 
  （３）当社は、平成26年1月末日限り、新潟県に対して、第2項の解決金を支払う。 
  （４）新潟県は、その余の請求を放棄する。 
  （５）当社及び新潟県は、当社と新潟県の間には、本件事故に関し、本和解条項に定める事項

のほかに何らの債権債務がないことを相互に確認する。 
   なお、当社以外の関係2社に関しましても、和解が成立しております。また、当社を含む関

係3社間においても、本件事故に関する債権債務がないことが確認されております。 

  

４．今後の見通し 

 本解決金支払いに伴う業績に与える影響は軽微であり、平成25年11月１日に公表しました

平成26年3月期の業績予想に変更はありません。 
 

以 上 


